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ため、国及び県は、肥料取締法に基づき、これ

らの有機質資材について品質保全のための検

査・指導を実施しています。また、農用地への

施用量については、有機質資材施用基準を定め、

その周知や指導を行っています。

更に、農薬の使用に関しては、農薬取締法に

基づく農薬使用基準の遵守などの指導を行い、

土壌汚染の防止に努めています。

表 重金属による農用地土壌汚染調査結果

（犬山地域）

２ 市街地の土壌汚染対策【水地盤環境課】

土壌汚染対策法では、一定の機会をとらえて

汚染の状況の調査を行うよう定めています。具

体的には、「有害物質使用特定施設の使用の廃止

時」、「一定規模（ ）以上の土地の形質変

更の届出の際に、土壌汚染のおそれがあると都

道府県知事が認めるとき」、「土壌汚染により健

康被害が生ずるおそれがあると都道府県知事が

認めるとき」に調査を行うことと規定されてお

り、県はこの法律の周知や指導に努めています。

土壌汚染状況調査の結果、汚染が判明した土

地を法律に基づく規制が行われる土地として、

県が要措置区域又は形質変更時要届出区域に指

定します。

県は、土壌・地下水汚染の未然防止を進める

観点から、生活環境保全条例において、特定有

害物質等を取り扱う事業所等を設置する者に対

して、施設の点検や土壌・地下水調査の実施に

努めるよう規定するとともに、特定有害物質等

取扱事業所の廃止時等の調査義務や、

以上の土地の形質変更を行う者に対して、過去

に特定有害物質等を取り扱っていた事業所の設

置状況等を調査した結果を知事へ届け出る義務

を課しています。また、法や条例の規定により

土壌・地下水を調査した結果、汚染が判明した

場合の当該汚染の拡散を防止するための措置の

実施や、汚染の状況及び応急措置の内容等の知

事への届け出を義務づけています。

さらに、法や条例の規定に基づかない土壌・

地下水調査（自主調査）により土壌・地下水汚

染が判明した場合についても、調査実施者は知

事への報告に努めるよう規定しています。

土壌汚染対策法や生活環境保全条例、自主調

査により土壌・地下水汚染が判明した場合は速

やかに公表するとともに、土地所有者等による

適切な措置を指導し、地下水汚染が判明した場

合は周辺の井戸調査を実施するなど、土壌・地

下水汚染による健康被害防止に努めています。

表 土壌汚染対策法に基づく区域指定の状

況（平成 年度末）

区 分
要措置
区 域

形質変更時
要届出区域

これまでに指定した土
地の区域数 
これまでに解除した土
地の区域数 
指定されている土地の
区域数 

（注１）（ ）内の数字は平成 年度に指定又は解除し

た区域数

（注２）政令市（名古屋市、豊橋市、岡崎市、一宮市、

春日井市及び豊田市）の件数も含む。

（資料）環境部調べ

表 法、条例に基づく届出及び自主報告

による土壌・地下水汚染件数（平成 年度）

全体件数 法 条例 自主報告

（注１）政令市（名古屋市、豊橋市、岡崎市、一宮市、

春日井市及び豊田市）の件数も含む。

（注２）名古屋市内は市民の健康と安全を確保する環境

の保全に関する条例に基づく届出である。

（注３）岡崎市内は岡崎市生活環境保全条例による報告

も含む。

（資料）環境部調べ

年

度
区分

玄米

（ ）

土壌

（ ）

かんがい用水

（ ）

カドミ

ウム

カドミ

ウム
銅

カドミ

ウム
銅

最高値

最低値

最高値

最低値

最高値

最低値

（注）法に定める農用地の土壌汚染対策地域の指定要件
玄米中のカドミウムの量 を超える
土壌中の銅の量 以上

（資料）環境部調べ
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